銀行の経営破綻と預金流出　－預金者による市場規律 by 服部, 泰彦
































 1）以上については，Asli Demirgüç-Kunt, Harry Huizinga (2004) “Market discipline and deposit insurance,” 
Journal of Monetary Economics, 51 (2) を参照した。
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Ⅰ．戦後日本の「銀行不倒神話」とその崩壊過程



























































































まず 1979 年 5 月に譲渡性定期預金（CD）が導入されたことによって，金融自由化は始まった。
市場の金利に合わせて金利が決められる MMC（市場金利連動型預金）が 85 年 4 月にスタートし，
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に自由金利調達比率は急速に高まることになった。第 1 図で，自由金利調達比率の推移を見


































（出所）『日本銀行月報』1991 年 9 月号，4 ページ。















 5）以上の点については，「近年における貸出金利の変動について」『日本銀行月報』1991 年 9 月号，「金融機




1975 年度末 80 年度末 85 年度末 87 年度末 88 年度末 89 年度末 90 年末
都市銀行 中小企業向け 26.3 35.2 42.6 48.5 50.5 52.3 51.2
個人向け 7.9 11.2 10.3 14.1 16.4 18.6 20.1
地方銀行 中小企業向け 48.5 52.9 57.4 60.1 61.2 62.4 62.7
個人向け 10.8 14.9 12.5 13.6 14.6 14.7 15.5
（注）中小企業とは，資本金 1 億円以下または常用従業員 300 人以下（卸売業は資本金 30 百万円以下または常用従　
　  業員 100 人以下，小売業，飲食店およびサービス業は資本金 10 百万円以下または常用従業員 50 人以下）の企業。
（原資料）日本銀行『経済統計月報』
（出所）『日本銀行月報』1991 年 6 月号，39 ページ。
第 2表　総貸出に占める不動産，ノンバンク向け貸出シェア　　　　　（単位％）
80 年度末 85 年度末 86 年度末 87 年度末 88 年度末 89 年度末 90 年末
不　動　産（A） 5.7 8.3 10.3 10.4 10.9 11.4 11.1
ノ ン バ ン ク 
（リース・その他金融業） 
（B）
4.2 11.1 12.9 14.5 14.9 15.4 14.6






（出所）『日本銀行月報』1991 年 6 月号，41 ページ。























『立命館経営学』第 40 巻第 4 号（2001 年 11 月）を参照されたい。
 7）金融自由化が，90 年代における不良債権問題や銀行破綻の原因ではないという見解もある。堀内氏は，『金





















 8）後藤新一氏は，「平成 6 年 12 月東京協和・安全二信組が破綻すると，「銀行不倒神話」は崩れ，どこの金
融機関も危うくなりうるという「不信神話」が高まった。」（『銀行崩壊』東洋経済新報社，1995 年，222 ペー
ジ）と述べている。
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　1986 年 10 月の住友銀行による平和相互銀行の救済合併については以前に述べたが，その後，
88 年 4 月の大正相互銀行による大阪北信用組合の救済合併，89 年 10 月の埼玉銀行による埼
玉中央信用組合の救済合併，91 年 10 月の東海銀行による三和信用金庫の救済合併，同じく
91 年 10 月のスルガ銀行による熱海信用組合の救済合併，近畿銀行による大阪復興信用組合の
救済合併と続いた。
　そして，1992 年 4 月には，伊予銀行による東邦相互銀行の救済合併，1992 年 10 月には，
東洋信用金庫の解体・合併へとさらに続くことになったが，この頃になると，従来の救済合併
に変化が現れることになった。最後まで普通銀行へ転換できなかった東邦相互銀行は，1991








92 年 4 月の合併期日から 5 年間，80 億円を低利融資するというのが，その内容である。
　次に，東洋信用金庫の解体・合併であるが，巨額の架空預金証書を発行し，経営危機に陥っ















 9）以上のより詳しい経過については，拙著『現代の金融資本と株式市場』（法律文化社，1993 年）第 9 章を
参照されたい。
99銀行の経営破綻と預金流出 (服部 ) 




策を検討したが，結局東京二信組の受け皿として 1995 年 1 月に，東京共同銀行という新銀行
を設立することになった。









　このように 1994 年 12 月に東京二信組が経営破綻し，従来の救済合併方式が通用しなくなっ
たことが明白となった
11)





















経済新聞』1995 年 5 月 3 日付けおよび 9 日付けを参照した。
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は破綻以降においてはじめて生じたということであり，「破綻前から」は，その銀行の預金流
出は破綻前から生じていたということである。以下，第 2 節から第 5 節において，事態の進
展における特徴的な各段階に分けながら，預金流出の実態を明らかにしていきたい。









　7 月 31 日の預金流出額は 730 億円に達したが，この額は同信組の預金残高の 14％にもなる。
さらに，7月31日から8月4日の間の預金流出額は約1043億円であった。預金の形態としては，
95 年 3 月末時点で大口預金の割合は約 70％を占めていたが，これはコスモ信組が預金集めの
第 3表　破綻銀行と預金流出
破綻銀行 破綻時期 預金流出の形態
コスモ信用組合 1995 年 7 月 破綻後のみ
兵庫銀行 1995 年 8 月 破綻前から
木津信用組合 1995 年 8 月 破綻前から
太平洋銀行 1996 年 3 月 破綻前から
阪和銀行 1996 年 11 月 破綻後のみ
京都共栄銀行 1997 年 10 月 破綻後のみ
北海道拓殖銀行 1997 年 11 月 破綻前から
德陽シティ銀行 1997 年 11 月 破綻前から
みどり銀行 1998 年 5 月 破綻前から
国民銀行 1999 年 4 月 破綻前から
幸福銀行 1999 年 5 月 破綻前から
東京相和銀行 1999 年 6 月 破綻前から
なみはや銀行 1999 年 8 月 破綻前から
新潟中央銀行 1999 年 10 月 破綻前から
石川銀行 2001 年 12 月 破綻前から
中部銀行 2002 年 3 月 破綻前から
（出所）『日本経済新聞』，『日経金融新聞』より作成。ただし，兵庫銀
行については，日本経済新聞社編『誰が銀行をつぶしたか』（日
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ために平均よりも高い金利を設定していたことから，大口預金者が群がったためである。また，




　1995 年 8 月 30 日の夕方に，金融当局から第二地方銀行である兵庫銀行に関する破綻処理
の発表が行われた。預金流出の一つのきっかけとなったのは，1995 年 4 月 7 日に，『日本経
済新聞』の朝刊一面で，「兵庫銀行，経常赤字に」の見出しが躍ったことによるが，これによ
り 4 月末の預金残高は前月比で 1994 億円も減少することになった。
　その後も兵庫銀行の経営内容はよくならず，株価も低下し，それにしたがって信用も下がり，
4 月から 7 月の 3 カ月間の預金残高の減少は 2378 億円にも上った。経営破綻後の 8 月 31 日
と 9 月 1 日の 2 日間で，預金残高は約 1500 億円減少し，9 月末までの 1 ヶ月間の預金流出額
は 1568 億円にも達した。














ではないかと思われがちであるが，実際には異なっていた。1995 年 7 月末時点での定期預金




13）コスモ信組については，『日本経済新聞』1995 年 7 月 31 日（夕）付け，8 月１日付け，2 日付け，5 日付け，
8 日付けを参照した。
14）兵庫銀行については，日本経済新聞社編『誰が銀行をつぶしたか』（日本経済新聞，1996 年）第 3 章，『日
本経済新聞』1995 年 8 月 31 日（名古屋，夕刊）付けを参照した。
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ある。東京二信組には，1000 万円以上の大口預金が 90％程度あり，野党による大口預金者リ
スト公表の要求が強まった。その公表が引き金となって，大口預金の解約が相次ぎ，95 年 2
月には 225 億円，3 月には 614 億円もの預金が流出した。
　二つ目は，コスモ信組の経営破綻である。コスモ信組に業務停止命令が出された直後の 8 月






出が生じた。大口預金を中心に，28 日には 45 億円，29 日には 479 億円の流出があった。29
日の大口定期預金の解約で目立ったのは，末野興産グループの二つの企業であり，29 日の流
出額の 8 割近くをこの 2 社で占めている。この預金流出が，同信組の資金繰り悪化を一気に
加速させ，翌日の業務停止命令へとつながった。








け騒ぎは収まらなかった。8 月 30 日から 9 月 1 日までの 3 日間の預金流出額は，2500 億円







Ⅲ．「預金の全額保護」と 1997 年 11 月の金融危機
　1996 年 6 月に預金保険法が改正されることにより，2001 年 3 月までの時限的措置（その後
15）木津信組についてより詳しくは，拙稿「木津信組の経営破綻と預金流出」『立命館経営学』第 41 巻第 6 号
（2003 年 3 月）を参照されたい。
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　この預金の全額保護が保証された 96 年 6 月から 97 年 11 月の金融危機の時点までに，阪和
銀行，京都共栄銀行，北海道拓殖銀行（拓銀），德陽シティ銀行が経営破綻した。このいずれ
の銀行においても，預金の流出が発生したが，ここでは四つの銀行を代表して，拓銀における






　拓銀は，1997 年 11 月 17 日，自主再建を断念し，第二地方銀行の北洋銀行への営業譲渡を
発表した。ここに都市銀行の一角を占めていた拓銀までもが経営破綻することになった。そこ
で次に，経営の悪化から預金流出に至る経過についてみていくことにしよう。
　94 年 1 月になると，マスコミは拓銀を明確に名指しで「危ない銀行」として取り上げ始め
た。さらに，95 年 8 月には，ムーディーズが公表した拓銀の格付けは最低の E ランクになった。






16）この点については，佐藤隆文『信用秩序政策の再編』（日本図書センター，2003 年），129 ～ 130 ページ
を参照した。







2000 億円～ 3000 億円程度の資金を調達することによってようやく帳尻を合わせていた。預






















　足利銀行では，11 月 19 日に頭取が記者会見で経営不安説を否定したにもかかわらず，株価
はストップ安になるほど下落した。21 日には店舗の統廃合や本体人員の 10％削減といったリ
ストラ策を発表しが，26 日には株価は急落し，約 5 兆円の預金残高の 1％未満ではあったが，
預金流出が発生した。27 日には，旧大蔵省の関東財務局長と日銀の営業局長は，記者会見で
17）拓銀についてより詳しくは，拙稿 ｢ 拓銀の経営破綻とコーポレート・ガバナンス ｣『立命館経営学』第 41
巻第 5 号（2003 年 1 月）を参照されたい。
18）紀陽銀行については，『日本経済新聞』1997 年 11 月 27 日付け（地方経済面・近畿）を参照した。


































19）足利銀行については，『日本経済新聞』1997 年 11 月 27 日付け（地方経済面・栃木），28 日付け，29 日付け（地
方経済面･群馬）を参照した。
20）以上については，溝上幸伸『富士銀行危機の真相』（あっぷる出版社，1998 年），14 ～ 15 ページ，日本
経済新聞社編『金融迷走の 10 年』（日本経済新聞社，2000 年），187 ～ 190 ページを参照した。
21）この点については，『日本経済新聞』1997 年 11 月 29 日付け，『日経金融新聞』1997 年 12 月４日付けを
参照した。
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クによる），③銀行の特別公的管理（一時的国有化）である。






ば清算するということになる。また，同じ 1998 年 10 月に，一定の条件を満たすことを前提に，
銀行に公的資金を注入する目的で，早期健全化法が成立・施行された。これらは，2001 年 3






。金融監督庁は，1998 年 10 月から第二地方銀行への立ち入り検査を始めた。
早期是正措置という制度を基礎に，第二地方銀行に対して厳しい検査が行われ，他方で破綻処
理方式が整備され，次々と破綻処理が行われたのが，1999 年である。
　1999 年 4 月の国民銀行，同年 5 月の幸福銀行，同年 6 月の東京相和銀行，同年 8 月のなみ
はや銀行，同年 10 月の新潟中央銀行はすべて，第二地方銀行であり，同じような経過の中で
破綻に至っている。このなかで，この節では，なみはや銀行と新潟中央銀行を取り上げること
にする。したがって，この時期では，1998 年 5 月に破綻したみどり銀行は例外となる。
1．なみはや銀行の経営破綻と預金流出
　なみはや銀行は，1999 年 8 月 7 日に，金融再生委員会から破綻認定を受け，金融再生法に
基づき金融整理管財人を派遣され，処理の発表をすることによって破綻に至ることになった。
　金融監督庁は，この日になみはや銀行の検査結果を発表しているが，99 年 3 月期で有価証
券などの含み損を合わせて 1611 億円もの大幅な債務超過に陥っていたことが分かった。
　預金流出については，5 月末からの 1 ヶ月間で 1000 億円程度が流出している。また，7 月






23）なみはや銀行については，『日本経済新聞』1999 年８月８日付け，『日経金融新聞』1999 年 8 月 9 日付け，
1999 年 8 月 11 日付けを参照した。
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2．新潟中央銀行の経営破綻と預金流出
　新潟中央銀行も，1999 年 10 月 2 日に，なみはや銀行と同様に金融再生委員会から破綻認
定を受けることによって経営破綻した。
　新潟中央銀行は，1999 年 3 月に金融監督庁から立ち入り検査を受け，業績の大幅な下方修
正を受け，4 月 30 日に発表された。ところが，同行は 6 月 11 日に 99 年 3 月期決算に関する
さらなる大幅な下方修正を，金融監督庁から迫られることになった。これによって，不良債権
の処理は，316 億円から 617 億円に増加することになり，5.23％あった自己資本比率は，健全
行かどうかのボーダーラインである 4％を大幅に下回る 2.01％にまで低下することになった。
その結果，同日の 6 月 11 日に早期是正措置が発動されることになった。こうした厳しい検査
のあり方は，経営内容の悪い銀行を早期に整理しようというこの時期の金融当局の意図を明確
に示していると言える。
　この早期是正措置の発動により，じりじりと預金は流出し，1 日だけで 53 億円もの個人預
金が減少した。6 月 30 日までの 20 日間に 360 億円の預金が減少したが，そのうち個人預金
の減少額は 208 億円であった。早期是正措置の発動により，増資を含む経営改善計画を提出
したが，この増資計画の先送りが決定された 9 月 20 日以降，預金流出は加速することになった。
6 月からの流出額は，預金総額の 13％にあたる 1400 億円にも達した。
　こうして 10 月 2 日に，同行は破綻することになった。破綻後ただちに 30 人規模の金融整
理管財人が派遣され，破綻してから 1 年 7 カ月後に大光銀行（本店，新潟県長岡市）をはじめと




　金融庁は，2001 年 10 月に，地方銀行の関東銀行，第二地方銀行の福島銀行，つくば銀行，
石川銀行，中部銀行の 5 行に対して立ち入り検査を実施すると通知した。この 5 行は，今年









本経済新聞』1999 年 10 月 2 日付け，10 月 3 日付け，『日経金融新聞』1999 年 10 月 4 日付けを参照した。
25）この点については，『日本経済新聞』2001 年 11 月 10 日付けを参照した。
108 立命館経営学（第 45 巻　第 4 号）
この時期における銀行の破綻は，石川銀行と中部銀行であるが，ここでは石川銀行を取り上げ
ることにする。
　金融庁は，2001 年 12 月 28 日に石川銀行の破綻を認定し，金融整理管財人を派遣した。第
二地方銀行の破綻は，1999 年 10 月の新潟中央銀行以来，2 年 2 カ月ぶりである。今年の 1 ～
3 月の段階で 1 回目の検査が行われたが，10 月下旬から（10 月 24 日～ 12 月 14 日）2 回目の検
査を受けた。その結果，半年間に不良債権処理は大幅に増えることになった。検査のやり方
が恣意的ではないかとも思われる。この検査結果を受けて，12 月 27 日に破綻処理を申請し，
28 日に預金保険法に基づく破綻手続きに入った。
　石川銀行の株は，2001 年春頃から紙くず同然という風評が広がり始め，2001 年 9 月の段階























2003 年），および『日本経済新聞』2001 年 12 月 28 日付け，12 月 29 日付け（地方経済面・北陸）を参照した。

































27）この点については，堀内昭義『金融システムの未来』（岩波書店，1998 年）第 2 章第 2 節を参照されたい。
28）後藤新一氏は，『銀行崩壊』（東洋経済新報社，1995 年）のなかで，1973 年 12 月に豊川信金においてデ
マが原因での取付けがあったことを指摘されている（222 ページ）が，それはむしろ例外的なものであろう。 
29）この点については，例えば堀内昭義『金融システムの未来』（岩波書店，1998 年）第 3 章および細野薫「い
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者は実際にどのように行動したであろうかという問題である。第 2 節で見たように，1996 年
6 月の預金の全額保護が開始される以前の木津信用組合の経営破綻において，1995 年 8 月 30
日の業務停止命令が発令されることを新聞の夕刊やテレビ，ラジオなどの報道で初めて知り，
預金の取り付けにやってきた客の多くは，おそらく 1000 万円以下の小口預金者であったと思
われる。また，同じ木津信用組合で，8 月 30 日の夕方，大阪府知事や大蔵大臣が完全な預金
者保護を記者会見で確約したにもかかわらず，預金流出は収まらなかった。
　さらに第 4 節で見たように，預金の全額保護が開始されて以降の 1999 年 8 月 7 日に経営破



















32）以上については，Keiko Murata and Masahiro Hori (2006)“Do Small Depositors Exit from Bad Banks 
?,” The Japanese Economic Review, 57 (2), Keiko Murata and Masahiro Hori (2004) “End of The Convoy 
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System and Surge of Market Discipline “ESRI Discussion Paper Series No.105, Masahiro Hori, Yasuaki 
Ito, and Keiko Murata (2005) “Do Depositors Respond to Bank Risks as Expected ?,” ESRI Discussion 
Paper Series No.151 を参照した。
33）細野薫「いかに銀行を規律付けるか」『日経研月報』（2004 年 3 月），28 ページ。
34） こ の 点 に つ い て は，Sangkyun Park and Stavros Peristiani (1998)“Market Discipline by Thrift 
Depositors,” Journal of Money, Credit and Banking“30 (3), お よ び Kaoru Hosono (2004)“Depositor 
Discipline during The Banking Crisis in Japan,”学習院大学経済経営研究所 Discussion Paper Series No. 
04-1 を参照されたい。もちろん，Asli Demirgüç-Kunt, Harry Huizinga, op. cit. の論文のようにそれに反対
の見解もある。
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　そうした現実は，預金保険制度の存在や預金の全額保護にもかかわらず，「預金者による市
場規律」はかなりの程度有効に作用しているということを示している。預金者にそのような行
動を取らせた要因としては，預金保険制度を通じた預金の引き出しに必要な手続きの煩雑さや
預金の引き出しには時間がかかること，さらには預金保険制度それ自体の支払い能力に対する
不安といった非金銭的なコストや間接的なコストが挙げられているが，その背後には信用恐慌・
金融危機の局面において，信用の崩壊に伴う預金者の信用そのものに対する不安心理が醸成さ
れていることが大きな契機になっていることを指摘した。
　この論文では，このように，預金保険制度や預金の全額保護といった特例措置にもかかわら
ず，市場規律が有効に機能したという側面を強調したが，市場規律には「安定化」の側面と「破
壊的」な側面とがあり，信用秩序維持という観点から見た場合，この「破壊的」側面との関係
における「市場規律の限界」の検討については，また別の機会に譲ることにしたい。
